
 

令和７年度障害者基幹相談支援センター運営評価 

 

１ 目的 

障害者基幹相談支援センターが、市が定めた仕様書及び運営方針に沿って運営さ

れているかを点検することにより、センターの業務水準の維持、向上を図る。 

また、自己評価結果等について地域自立支援協議会に諮り、市のホームページ等

にて公表することでセンター運営の客観性を確保する。 

 

 

２ 根拠 

地域生活支援事業実施要綱の以下の記載による。  

（１）市町村は、基幹相談支援センターの設置又は運営の責任主体として、基幹相

談支援センターの運営について適切に関与しなければならない。 

（２）市町村は、基幹相談支援センターを設置又は委託するに当たっては、協議会

等において、設置方法や実施する事業内容の事業の実績の検証等を行うこと。 

 

 

３ 実施方法 

（１）各区障害者基幹相談支援センターにて自己評価を実施。 

（２）障害福祉サービス課担当者により、各区障害者基幹相談支援センターが人員、

設備等の基準を満たしているか等を実地で調査。 

（３）既に提出されている年次実績報告、（１）の自己評価結果、（２）の実地調査結果

について、地域自立支援協議会全体会にて意見聴取を実施。 

（４）既に提出されている年次実績報告、（１）の自己評価結果、（２）の実地調査結果、

（３）の地域自立支援協議会意見について、市のホームページにて公表。 

 

 

４ 評価項目 

自己評価、実地調査項目については、市が定めた運営方針及び仕様書に沿った項

目とする。 
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